
 
 

平成２２年度における契約状況のフォローアップ 

平成２３年８月 
独立行政法人経済産業研究所 

1. 平成２０年度と平成２２年度に締結した契約の状況 

（単位：件、億円） 

 
平成 20 年度 平成 22 年度 比較増△減 見直し計画 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 

競争入札等 
（15.5％） 

11 
（8.3％） 

0.33 
（21.7％） 

13 
（16.2％） 

0.80 
（18.2％） 

2 
（142.4％） 

0.47 
（18.3％） 

13 
（10.0％） 

0.40 

企画競争・公募 
（71.8％） 

51 
（63.4％） 

2.51 
（61.7％） 

37 
（58.7％） 

2.90 
（△27.5％） 

△14 
（15.5％） 

0.39 
（73.2％） 

52 
（63.7％） 

2.52 
競争性のある契

約（小計） 

（87.3％） 
62 

（71.7％） 
2.84 

（83.3％） 
50 

（74.9％） 
3.70 

（△19.4％） 
△12 

（30.3％） 
0.86 

（91.5％） 
65 

（73.7％） 
2.91 

競争性のない

随意契約 
（12.7％） 

9 
（28.3％） 

1.12 
（16.7％） 

10 
（25.1％） 

1.24 
（11.1％） 

1 
（10.7％） 

0.12 
（8.5％） 

6 
（26.3％） 

1.04 

合 計 （100％） 
71 

（100％） 
3.96 

（100％） 
60 

（100％） 
4.94 

（△15.5％） 
△11 

（24.7％） 
0.98 

（100％） 
71 

（100％） 
3.96 

（注1） 計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 
（注2） 比較増△減の（ ）書きは、平成２２年度の対２０年度伸率である。 
（注3） 見直し計画の計数等は、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて（平成 21 年 11 月 17 日閣議決定）」に基

づき公表した見直し計画である。 
 

 



【20 実績】 
一般競争入札・指名競争入札等 

0.33 億円 
（11 件） 

 
 
 
 

企画競争・公募 
2.51 億円 
（51 件） 

 
 
 

競争性のない随意契約 
金額 1.12 億円（28.3％） 
件数 9 件 （12.7％） 

 

【22 実績】 
 

一般競争入札・指名競争入札等 

0.80 億円 
（13 件） 

 
 
 
 
 

企画競争・公募 
2.90 億円 
（37 件） 

 
 
 

競争性のない随意契約 
金額 1.24 億円（25.1％） 
件数 10 件 （16.7％） 

 

（参考）図表 平成 20 年度と平成 22 年度に締結した契約の状況                                     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
（注）「一般競争入札・指名競争入札等」には、不落・不調の随意契約を含む。 
 
 

【（参考）見直し計画】※見直し

結果後における状況 

 

一般競争入札・指名競争入札等 

0.40 億円 
（13 件） 

 
 
 
 
 
 

企画競争・公募 
2.52 億円 
（52 件） 

 
 

競争性のない随意契約 
金額 1.04 億円（26.3％） 
件数 6 件 （8.5％） 

 

契約全体に占める

「競争性のある契

約方式」の割合の

実績比増▲減 
 
金額  

＋3.2 ポイント 
（0.86 億円）  

件数  
△4 ポイント  

（12 件減）  
 

競争性のある契約方式合計 

金額 2.84 億円（71.7％） 

件数 62 件 （87.3％） 
競争性のある契約方式合計 

金額 3.70 億円（74.9％） 

件数 50 件 （83.3％） 競争性のある契約方式合計 

金額 2.91 億円（73.7％） 

件数 65 件 （91.5％） 



2. 見直し計画に掲げた競争性のない随意契約の割合に到達しなかった主な理由 

（１）分室移転に係る随意契約について 

（理由）政策評価・独立行政法人評価委員会による「勧告の方向性」（平成 22年 11月）及び「独立行政法人の事務・事業の

見直しの基本方針」（平成 22年 12月閣議決定）において、施設の徹底的な効率利用が求められ、経済産業研究所で

は、これを踏まえて分室移転を実施。この分室移転に伴う、入居・退去工事の必要が生じ、貸室賃貸借契約書に貸

室内修繕工事を行う場合には、貸し主の指定する工事人に限る旨の約定があり、指定業者以外との契約が困難であ

ったため、指定業者と契約を行った。 

（２）次期 PC-LANシステム移行までの延長関連に係る随意契約について 

（理由）次期 PC-LAN システムの調達計画については、当初、第 2 期中期計画期間の最終年度である平成 22 年度中に調達手

続きを完了し、第 3期中期計画期間の初年度となる平成 23年度開始と同時に移行・運用開始の予定で準備を進めて

いたところ、平成 22年初から政府内において独立行政法人に関する組織・業務等の見直しの検討が開始されたこと

を受け、その方針の見通しが確認できるまでの間、調達手続を見合わせることとなった。そのため当初の予定であ

る平成 23年度初からの運用開始が困難となり、既存賃貸借契約の変更により対応せざるを得ないこととなったため、

既存契約業者と契約を行う必要が生じた。 

 

3. 平成 22年度において、随意契約から一般競争入札等、企画競争、公募に移行した主な契約 

企画競争へ移行 

・貸室賃借契約  0.92億円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



4. 一者応札・応募の改善状況 

 
（単位：件、億円） 

 平成 20 年度 平成 22 年度 比較増△減 

２者以上 
件数 42（68 ％） 34（68 ％） △8（△19％） 

金額 1.99（70 ％） 2.68（72 ％） 0.69（ 35％） 

１者以下 
件数 20（32 ％） 16（32 ％） △4（△20％） 

金額 0.85（30 ％） 1.02（28 ％） 0.17（△20％） 

合 計 
件数 62（100％） 50（100％） △12（△19％） 

金額 2.84（100％） 3.70（100％） 0.86（ 30％） 

(注 1) 計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 
(注 2) 合計欄は、競争契約（一般競争、指名競争、企画競争、公募）を行った係数である。 
（注 3）比較増△減の（ ）書きは、平成２２年度の対２０年度伸率である。 
 
 

5．一者応札、一者応募に係る改善方策（URL http://www.rieti.go.jp/jp/about/zuikei_minaoshi_keikaku.pdf） 

http://www.rieti.go.jp/jp/about/zuikei_minaoshi_keikaku.pdf

